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無断複製・転載を禁止します

広報実務のバイブルの全体像と報道対応編の範囲

⚫ 概要

①数式モデル作成の背景

②数式モデルの全体像

③数式モデルの活用イメージ

⚫ 数式モデル（β版）

(1) 上位概念（基礎的総論）

  ⓪広報活動全般（広報活動によるインパクトの創出とその方法）

(2) 中位概念（実務的総論）

①社外広報活動全般

②社内広報活動全般

③提言活動（インテリジェンス機能）全般

(3) 下位概念（実務的各論）

  ①社外広報活動

・パブリシティ（報道獲得／ネタ集め／報道分析・評価）

・危機管理広報（ダメージコントロール／適時適切な開示）

・企業サイト（企業サイトの品質／SNSの拡散・共感）

・広告宣伝・協賛（企業広告・スポンサード）

・IR・サステナビリティ開示（長期保有）

②社内広報活動

・主要３目的･･･経営理念の浸透／一体感の醸成／脱サイロ化促進

・トップコミュニケーション（経営層に対する信用・信頼向上）

・社内広報活動の運用・企画

③提言活動

・社外の情報収集・提言

・社内の情報収集・提言

(4) 基盤概念（基盤的各論）

・経営幹部の信用・信頼獲得力

・広報担当者の成果創出力
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今回の範囲

※全体の構成は変更する可能性があります



無断複製・転載を禁止します 3

概要

①数式モデル作成の背景

広報活動は「何らかの現象を発生 or 抑制させる“力学”」

• 広報活動は、何らかの現象を発生 or 抑制させる“力学”だと捉えると、工学的な考え方で

様々な変数の関係を構造的に説明しやすくなります

• 広報活動の成果創出に繋がる変数を、足し算・引き算・掛け算・割り算を使った「数式」

によって概念的に説明するモデルを考案しました

数式モデルの検討ステップ

• Step0 多種多様な実務経験の蓄積（記者・組織内部の広報実務者・組織外部の支援者）

• Step1 実務上の成果に繋がる要素をブレスト（例：ニュースバリュー、紙面需給･･･）

• Step2 各要素の類似・包含の整理、促進・阻害要因の整理を行い「要点」を抽出

• Step3 生成AI（Gemini 3.1pro／独自のGem）に趣旨説明と数式モデルの試案作成依頼

• Step4 AIの試案を確認し、何度もスクラップ＆ビルドして数式モデルβ版を完成させる

• Step5 必要に応じて、背景理論や既存の概念モデルの有無などを確認

数式モデルの留意事項

• 数式モデルと言っても、広報の“効果”を数値化・説明しようとするものではありません

• また、数式は本来、各変数が「独立変数」でなければならないものの、あくまでも力学を

構造的にイメージしやすくすることが目的のため、各変数の独立性を検討の中で反映させ

ているものではありません（各変数は完全に独立しているわけではなく、「相互作用（シ

ナジー）」を前提としているため、厳密な数学的方程式ではなく、実務の力学を可視化し

た「構造化モデル」として捉えてください）

• 広報の概念や、実務の品質、実務者のスキル・育成に焦点を当てているものであり、数学

的・科学的にみると不十分な点があることは前提に、理解の一助としてください

総論編より再掲
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概要

②数式モデルの全体像

数式モデルの全体像

●総論的基礎概念

• 上位概念 広報活動の「インパクト」モデル（戦略）

広報活動全体～個別案件まで、広報活動を通じた「イン

パクト」の創出に寄与する変数を整理したもの（広報活

動の貢献内容と方法を総論的に定義するもの）

• 中位概念 広報活動の「アウトカム」モデル（戦術）

インパクトを創出するために、広報活動が直接的に生み

出すべき成果を態度変容とし、態度変容の対象と方法を

総論的に整理したもの

●実務的概念

• 下位概念 広報活動の「アウトプット」モデル（作戦）

アウトカムを得るために、広報担当者が日々実行した結

果の「成果物」を指すもの（社外広報、社内広報、提言

の３つの機能・実務で整理）

• 基盤概念 広報活動の「スループット」モデル（基盤）

アウトプットを生み出すための「処理能力（ひと）」を

指すもの（役職ごとに分けて、求められる知識・スキ

ル・態度を整理）

社会・経営への貢献
（貢献内容・方法）

広報活動の直接的成果
（態度変容）

社外 社員 経営

• 社外広報（報道・危機管理・
企業サイト運用 等）

• 社内広報（理念浸透・社内報
運用 等）

• 提言（世論調査、社内広聴等）

• 経営・事業トップや幹部

• 広報マネージャー

• 広報リーダー

• 広報スタッフ

総論編より再掲
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概要

③数式モデルの活用イメージ

広報活動の実務上のよくある課題・悩み

広報の得意領域や実務上の要諦をパッと掴みにくいため

業務全体・個別案件のマネジメントが機能しづらい

自分でも言葉にできないし、経営層・上司・他部門とも認識あわせしにくいので、

都合良く「都度判断」で業務を進めてしまいがち

●広報の実務は、経験やセンスに依拠することが多い（知恵が埋もれがち）

• 広報実務では、新任者が参照・活用・理解しやすい引き継ぎ書やマニュアルが存在しな

い、または、存在していても、実務上の細かなテクニックまたは心構えに偏り、実務の

全体像を体系的に把握しにくい場合が多いです

• 個々の業務のマニュアルはあっても（例：企業サイトの運用マニュアル）、成果の考え

方や業務品質を上げるために必要なことが書かれておらず、作業になりがちです

●社内調整で、上司の好みや主管部の声が優先されがち（共通認識を持ちにくい）

• 広報は、何をすると成果創出に繋がりやすいのかを明確に提示しにくいので、上司の好

みや主管部の声を優先する場面が多くなりがちです（結果的に成果が出ない）

• 広報では、費用対効果はもちろん大事ですが、上司・他部門から費用対効果ばかりを問

われてしまって、広報が得意な領域をうまく上司・他部門と認識あわせできない場合が

あります

●次々と新しいトピックスを扱う「フロー」になりがち（ストックしにくい）

• 広報活動は本来、社内外のステークホルダーの信頼という「資本」を蓄積するものです

が、日々新しい案件や飛び込み業務が多く「処理マシーン」になりがちです

• 広報では、良し悪しを振り返るべきポイントが標準化されておらず、振り返りさえも場

当たり的・刹那的になってしまい、真のボトルネックが放置され続けることがあります

総論編より再掲
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概要

③数式モデルの活用イメージ

数式モデルのメリット・活用場面

●広報実務の概念・体系を「イメージ」しやすい（新任者にとって全体像を掴みやすい）

• 広報活動とは何か、広報活動の要諦は何かの理解に活用

• 広報活動が「企業価値」にどのように繋がっているのかの体系的な理解に活用

●共通言語ができる／社内調整がラクになる

• 広報部内で成果創出に向けて取り組むべきことの認識あわせに活用（共通言語）

• 経営陣や主管部に広報のポイントや留意事項の説明に活用（社内調整がラク）

●広報のマネジメントが機能する

• 属人的なセンスを組織の仕組みに変えるために活用（数式モデルをもとにチェック等）

• 振り返りの「質」を上げるために活用（真のボトルネックを発見できる）

広報実務の「知恵」をパッと理解できる

（暗黙知を未経験者と共有できる／経験の意味がわかるため成長速度があがる）

広報活動は「費用対効果 ＜ 資本形成」と説明しやすくなる

（費用対効果の考え方も重要だが、そればかりでは資本を蓄積できないと社内説得できる）

広報担当者のモチベーションアップに繋がる

（広報活動が社会・経営にどのように貢献しているのかイメージできるようになる）

総論編より再掲
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報道対応編で紹介する数式モデル
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今回紹介する数式モデルの早見表

位置づけ 概要 掲載頁 背景理論

上位概念

• 広報活動によるインパクトの創出とは

• インパクト創出の重要なファクター・信頼貯金とは

• 信頼貯金の貯め方とは

総論編

中位概念

• 社外広報によるアウトカムの創出とは

• 社外広報の目的の違いによる力点の入れ方

• 社内広報によるアウトカムの創出とは

• 社内広報の重要なファクター・情報流通の力学とは

• 組織課題の違いによる力点の入れ方

• 経営層に対する提言活動のアウトカム創出とは

• 経営層の課題に応じた力点の入れ方

下位概念

報道

対応

• 報道対応領域の総合的な運用力とは

• 業種の違いによる力点の入れ方
8~13頁

Appendix

32~34頁

• パブリシティの獲得とは

• 良質なネタ集めの仕組みとは

• パブリシティの評価方法とは

• 広報組織のフェーズに応じた力点の入れ方

14~23頁

• ダメージコントロールとは

• ダメージコントロールの「平時の備え」とは

• 業種の違いによる力点の入れ方

24~31頁

その他

下位概念

基盤概念

• 実務領域ごとに順次、数式モデルを整理して発信していきます（お楽しみに！）
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目次

⚫ 概要

①数式モデル作成の背景

②数式モデルの全体像

③数式モデルの活用イメージ

⚫ 数式モデル（β版）

(1) 上位概念（基礎的総論）

  ⓪広報活動全般（広報活動によるインパクトの創出とその方法）

(2) 中位概念（実務的総論）

①社外広報活動全般

②社内広報活動全般

③提言活動（インテリジェンス機能）全般

(3) 下位概念（実務的各論）

  ①社外広報活動

・パブリシティ（報道獲得／ネタ集め／報道分析・評価）

・危機管理広報（ダメージコントロール／適時適切な開示）

・企業サイト（企業サイトの品質／SNSの拡散・共感）

・広告宣伝・協賛（企業広告・スポンサード）

・IR・サステナビリティ開示（長期保有）

②社内広報活動

・主要３目的･･･経営理念の浸透／一体感の醸成／脱サイロ化促進

・トップコミュニケーション（経営層に対する信用・信頼向上）

・社内広報活動の運用・企画

③提言活動

・社外の情報収集・提言

・社内の情報収集・提言

(4) 基盤概念（基盤的各論）

・経営幹部の信用・信頼獲得力

・広報担当者の成果創出力
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本バイブルにおける社外広報活動領域の整理の仕方

本バイブルでは、社外広報活動について、大きく以下の５つを扱います。

• パブリシティ ･･･ ポジティブな報道を獲得する業務

• 危機管理広報 ･･･ ネガティブな報道を抑制する業務

• 企業サイト ･･･ オウンドメディアの運用業務

• 広告宣伝・協賛 ･･･ 「企業広告」に関する業務

• IR・サステナビリティ開示 ･･･ 投資家向け開示業務

一般的には、上記はそれぞれ個別の業務として行われ、企業によっては「部」

が分かれることもあります。それほど、個々に深い世界がありますが、すべて

をひとつずつ扱うと、本バイブルが膨大になりすぎること、各論に溺れてしま

いやすくなることを懸念しています。

このため、本バイブルでは、社外広報領域を以下の考え方で大きく２つに分け

てご紹介します。ここからは、以下のうち「報道対応編」を扱います。
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報活動

社
外
広
報
領
域

報道対応編

パブリシティ メディアというフィルターを通
すコミュニケーションの領域を
通じて、いかに信頼貯金を蓄積
していくか危機管理広報

ペイド＆
オウンド編

企業サイト
企業が自らコントロールできる
方法により、ステークホルダー
と直接的なコミュニケーション
を取る領域で、いかに信頼貯金
を蓄積していくか

広告宣伝・協賛

IR・サステナビリティ
開示
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上位概念・中位概念・下位概念の関係

ここからは下位概念を扱いますが、当然、上位概念・中位概念と繋がりがあり

ます。また、報道対応という下位概念の中でも、総合的な概念と個別的な概念

があります。数式モデルはそれぞれ単体として存在しているわけではないので、

それぞれの関係を整理して全体像をご提示します。
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報活動

Evp × ComQ
Imp ＝ ――――――――― × Td

Noi

広報活動を総合的に
整理した概念モデル

Aext × Aint × Amgt
GT ＝ ―――――――――――――

Gap

上記数式のTd（信頼
貯金）の貯め方を表
した広報活動の
「戦略」モデル

Aext＝ Ctx × Vec ×｛(Rch × Frq)＋(Aut × Und)｝ × Pt
社外広報領域の
「戦術」モデル

報道対応領域の
「作戦」モデル
①総合運用力

報道対応のマネジメントモデル（P.11～）

ペイド＆オウンドのマネジメントモデル（今後公表）

報道対応領域の
「作戦」モデル
②個別運用力

パブリシティの実務モデル（P.14~）

危機管理広報の実務モデル（P.24~）

成果を創出する力学を表現

持続的に成果を最大化するための総合的運用力学を表現

個別案件で成果を最大化するための実務的力学を表現
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報道対応（攻め・守り）で成果・効果を出すために必要なことは？

報道対応（パブリシティ獲得・危機管理広報）を「信頼貯金」に繋げるためには、「入

力：インテリジェンスの実務」「出力：攻め・守りの実務」「土台：組織づく

りの実務」の３層を連動させることが必要です。メディアというフィルターを

通す活動の性質上、各実務で「企業エゴ」を無くすことが大切です。
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態度変容に繋がる報道対応 報道対応の成果（アウトカム）の源泉

関係する
こと

入力（インテリジェ
ンスの実務）

報道・社会の関心の強弱を捉えたり、
経営・事業戦略と同期させたりすること

出力（攻め・守りの
実務）

パブリシティ獲得と危機管理広報を連動
させること

土台（組織づくりの
実務）

社内の体制構築や、活動全体・個別案件
の振り返りを行うこと

企業エゴ（阻害要因）
報道機関が宣伝や保身だと捉えるような
独善的な考え方

変数の関係性（例）

• 発信量（出力）が多く、体制（基盤）が整っていても、報道・社会の関心に

合っていない発信ばかりでは（入力の不備）、社外ステークホルダーの態度

変容に繋がる報道量・内容は得られにくい

• 優れたネタ（出力）があっても、宣伝色が強いアプローチを繰り返していて

は（企業エゴ：阻害要因）、徐々に報道機関の関心が低くなる

実務上のポイント

• 社会・報道の関心を捉え、ポジティブな情報のパブリシティを確保して信頼

貯金を蓄積し、その信頼貯金を危機管理広報に活かすための強い組織（基

盤）をつくる。常に自社の独善性（エゴ）を疑うことが、報道対応における

成果創出の要諦

数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応全体＜総合運用力＞
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報道対応領域を統括した概念モデル

• 報道対応領域のマネジメントの機能状況を整理した数式モデル（概略数式）

12

変数 説明

MRM
報道対応のマネジメントの機能状況
Media Relations Management

第三者である「報道」を通じて、「社外の態度変容」や
「信頼貯金」の獲得をするために必要な、マネジメント
の機能の良し悪しを概念的に捉えたもの。報道対応領域
のマネジメント力や総合力

Intl
入力：
インテリジェンス
Intelligence

環境スキャン
Scanning

マクロな世論調査や報道トレンドの把握など、社会全体
の「空気」を捉えるための広報環境調査と社内報告

広聴
Listening

担当記者や有識者、多様なステークホルダーとの対話に
よる「生の声」の収集と社内へのフィードバック

経営同期
Synchronization

経営戦略・事業戦略と、報道対応方針の合致度

Out
出力：
コミュニケーション
Output

攻め：パブリシティ
Publicity

個別案件における報道の獲得、ターゲット媒体での掲載
頻度、露出の質など、パブリシティの質と量の担保

守り：危機管理広報
Damage Control

ネガティブ事象の早期警戒、有事のダメージ最小化、お
よび誠実な事後リカバリー対応など、適時適切な危機管
理広報

波及・増幅
Amplification

獲得した報道を、デジタル（SNS・オウンドメディア）
や社内へ二次展開して使い倒すこと

Base
土台：
組織基盤
Base

社内体制
Organization

属人化を防ぐマニュアル、社内のネタ発掘ルート、緊急
時連絡体制などの組織基盤

外部ネットワーク
Network

平時・有事に頼りになる報道関係者や専門家など、社外
のネットワーク
※すべてを自社で抱え込まず、外部リソースを適切に頼
ることも重要な「土台」

振り返りと評価
Evaluation

単なる広告換算にとどまらない、行動変容を見据えた効
果測定とPDCAへの学習ループ

Ego
阻害要因：企業エゴ
Corporate Ego

「とにかく自社の宣伝をしてほしい」「不都合な事実は
隠したい」という利己的な姿勢や独善性

数式の説明
• Intl×Out×Base ＜3層構造の力：入力・出力・土台＞
攻めのパブリシティが得意な広報担当者が数人いても、社内で孤立していて組織基盤が不十分だったり、日常的に
組織に入力する業務を怠っていては、万が一の危機管理広報の時に機能不全に陥ることがある。すなわち、入力
（Intl）、実行（Out）、土台（Base）は相互に補完し合う。どれか一つがゼロになれば、組織的なマネジメント
力は機能不全に陥るため掛け算にしている。

• ÷Ego＜分母の力：企業エゴによる抑制＞
Z世代の消費者や厳しいステークホルダーは、企業の「独善性（Ego）」をシビアに見抜く。どれほど出力や体制が
優れていても、エゴが肥大化していればメディアや社会から拒絶されるため、割り算の分母として配置。

数式のまとめ（概念モデルの要点）

報道対応は、経験豊富な報道人財の配置や、専門職の中途採用、外注すれば万全というものではない。それらの人

財配置・外注により、一時的なフロー（パブリシティ）の獲得はできても、入力・出力・土台の相互作用が機能し

なければストック（信頼貯金の蓄積）には繋がりにくい力学である。社内人脈が不可欠とされるゆえんと言える。

数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応全体＜総合運用力＞

Intl × Out × Base
MRM＝ ――――――――――――――

Ego
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応全体＜総合運用力＞

報道対応の概念モデル＜実践編・業種別アプローチ＞

• 業種特性によって、どの変数に重きを置くべきかは変わる

• 社会からの期待値やメディアの関心領域は、ビジネスモデルによって大きく異なる

• 自社の特性を理解し、MRMモデルのどの変数にリソースを集中すべきかを見極めることが

重要である

業種・特性 概要 最大化すべき変数 実務の力点

社会インフラ企業

（電力・交通・通信

・大規模製造など）

社会生活の基盤を

担うため、「絶対

的な安定と安全」

が期待される。少

しのミスが社会問

題化しやすい。

• 守り（Dmg）

• 広聴（Lsn）

• 社内体制（Org）

最大のミッションは「危機管理広報」であり、有事

のダメージ・コントロールや、地域に不安を与える

ようなトピックス（例：原子力発電所の新設、大規

模なデータセンターの設置等）におけるネガティ

ブ・サプライズの防止。これを担保するためには、

平時からメディアや地域社会の不満の芽を聴き

（Lsn）、経営層に「耳の痛い事実」を進言する機

能が重要。また、有事におけるダメージ・コント

ロールで、迅速かつ正しい情報が社内で収集できる

社内体制（Org）の構築が不可欠。もちろん、平時

のパブリシティ獲得も、有事の防波堤（信頼貯金）

として地道に行う必要がある。

BtoC企業

（消費財・食品・小売

・サービスなど）

生活者との接点が

多く、トレンドや

感情（共感・反

発）の影響を直接

的に受けやすい。

• 環境調査（Scn）

• 攻め（Pub）

• 記者人脈（Net）

世の中の空気や報道トレンドをいち早くキャッチす

る広報環境調査（Scn）が重要。常に新しい・楽し

い話題を連続的に仕掛けたり、報道機関が繰り返し

報道したくなる切り口・手法を見出したりしながら

パブリシティ（Pub）の量・頻度を確保し、世の中

や報道の反応を確認しながら（Scn）、世の中の空

気や報道トレンドそのものを作り出す。業界担当記

者だけでなく、様々な欄・コーナーの担当記者に繋

いでもらう、特定のTV番組のディレクターを紹介し

てもらうなど、メディアへのアプローチを「面」に

拡げることができる記者人脈が必要。

BtoB企業

（素材・部品・SaaS・

専門サービスなど）

マスメディアの関

心は引きにくいが、

業界内での「技術

力」「信頼」「専

門性」が取引に直

結する。

• 経営同期（Syn）

• 波及（Amp）

• 振り返り（Eva）

BtoBはどうしても大手マスコミが扱いにくくなるた

め、少ないパブリシティだとしても、経営・事業戦

略にしっかりと同期（Syn）させたうえで、無理に

大手マスコミを狙うのではなく、業界専門紙やアナ

リストなど特定の層と密にコミュニケーションを構

築して、よいアウトプットを創出することが大事。

たった１件のマニアックな業界紙のアウトプットだ

としても、それを社内の営業や開発担当者に周知・

展開して波及（Amp）を生み出すことが重要（例：

著作権処理をしたうえで、営業担当者が記事を顧客

に提示できるようにする）。活動全体や個別案件の

振り返りを丁寧に行い、たとえ１件の業界紙のアウ

トプットでも、経営・事業貢献にどう繋がっている

ものなのか、どう波及させたのか、波及させた結果

がどうだったかを記録に残し、仕事の成果を丁寧に

社内に説明することを繰り返していくとよい。



無断複製・転載を禁止します

パブリシティの獲得は「数打ちゃ当たる宝くじ」ではない？

現場の広報担当者が陥りがちな「プレスリリースを大量に撒けば、いつかどこ

かに取り上げられるだろう」という“宝くじ思考”は、メディアからの信頼（関

係資本）をすり減らすだけの危険なアプローチです。パブリシティ（ポジティ

ブな報道獲得）は決して運ではなく、「弾込め」「照準合わせ」「射撃精度」

という３つの関門を突破する論理的なプロセスです。
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報道獲得可能性 個別案件が報道される可能性の高さ

関係する
こと

弾込め
（ニュースバリュー）

マスコミが報道する必然性がある案件か
どうか

照準あわせ
（パッケージング）

媒体特性やコーナーのニーズに合わせ、
最適な手法と表現にする技術

射撃精度
（デリバリー）

記者との信頼関係や報道に向けた「提案」
（折衝）などの伝送

ノイズ 報道の需給

変数の関係性（例）

• どれほどニュースバリューがあっても、記者には単なる宣伝と受け取られる

ようなパッケージングやデリバリーでは報道に繋がらない

• 媒体に合わせた完璧な資料（照準合わせ）を用意しても、記者との関係構築

や提案を怠り「投げっぱなし」にすれば、報道の確度は大きく下がる

実務上のポイント

• 自社都合の情報を大量にばら撒く思考を捨てる。社会性のある弾を創り、

ターゲット媒体に合わせた表現で加工して、記者との共創を通じて精度を高

めることが、持続的な報道獲得の要諦

数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：パブリシティ＜アウトプット創出＞



無断複製・転載を禁止します

パブリシティのアウトプット創出の概念モデル

• 報道確率は、弾込め（案件）・照準合わせ（加工）・射撃精度（伝送）の関係性

15

変数 説明

Pub
報道獲得可能性
Probability

ポジティブな報道対応に関する実務上の成果。メディアによって記
事化・番組化され、世の中に情報が伝播する状態。

NV
弾込め
ニュースバリュー：
News Value

①強度
Intensity

案件（ネタ）が持つ、新奇性・実利性など「インパクトの強さ」。
「日本初」「過去最大の投資」など、企業側が持つ絶対的な事実の
強さ。広報環境調査によって適切に案件の強度を見抜く必要。

②社会性
Social Context

時流・ブーム、潜在・顕在的な関心の高さ、社会的価値など「不特
定多数（マス）に伝える必然性」。Intと同様に、広報環境調査に
よって適切に社会性を見抜く必要。

PKG
照準あわせ
パッケージング：
Packaging

①手法の選択
Method

ターゲットに合わせて「一斉リリース」「独占リーク」「トップイ
ンタビュー」「工場見学会」など、最適な届け方を決める行為。
ニュースバリューが弱い時はリークやまとめ記事の提案をするなど、
広報担当者の提案センスに相当。

②媒体の適合度
Channel
customize

弾を、最も欲しているターゲット媒体・コーナー（番組）はどこか
を見極める。「広報担当者の媒体研究の質」に相当。

③表現の質
Expression

選んだ媒体（Cnl）と手法（Mth）に合わせて、テキストのキャッ
チーさ、TV映えする絵面（映像）、経営戦略の裏付けデータなど、
情報を最も魅力的な形に具現化する広報担当者の文章・表現スキル。

DEL
射撃精度
デリバリー：
Delivery

①関係値
Relationship

日ごろから記者と接点があり、話を聞いてもらえる関係にあるか、
信頼関係を構築できているかなど、記者との関係性の度合い。日々
の関係構築が機能すれば、報道の可能性は高まる。

②折衝
Negotiation

記者の「読者向けにはここが少し弱い」という生の反応に対し、
「ではこのデータを出します」「開発者の取材をセットします」と、
記事化に向けて双方向で条件をすり合わせる泥臭い交渉。

Noi
外部環境ノイズ
Noise

発表当日に発生した大災害、政治スキャンダル、巨大企業の不祥事
など。ニュース予定を調べる、連休前の仕込み時期を狙うなどでき
るだけノイズを排除する。

数式の説明
• Int×Sctx（ニュースバリュー）
どんなに強いファクト（Int）があっても、社会の関心（Ctx）がゼロだと、記者は宣伝（広告）と受け止める。逆
に、社会の関心があっても自社のファクトがなければ、ただの評論となる。この2つが揃って初めて「ニュースの
原石」が生まれるため、掛け算にしている。広報環境調査の徹底が必要。

• Mth×Cnl×Exp（パッケージング）
ターゲット媒体（Cnl）を間違えれば、手法・表現の質ではカバーしきれない。媒体に合った手法（Mth×Cnl）を
選んでも、TV向けなのに映像がないなど表現の質（Exp）が伴っていなければ、記者は使い物にならないと判断す
る。こうした力学となるため掛け算にしている。

• Rel×Ngt（デリバリー）
関係値（Rel）でドアを開けても、その後の記事化に向けた折衝（Ngt）を放棄し「あとはよしなに書いてくださ
い」と丸投げすれば、記事化の確度は激減する。関係値がほとんどなくても、折衝により記事化の確度は上がる。

数式のまとめ（概念モデルの要点）

報道獲得は、プレスリリースを大量に撒けば当たる「宝くじ」のようなものではなく、弾込め・照準合わせ・射撃

精度の３つの関門の突破が求められる論理的なもの。自社の影響力の強さ（強度）に驕りが出て、照準合わせ・射

撃精度の向上を怠り続けると、徐々に報道獲得の可能性は低くなっていく。

NV × PKG × DEL
Pub ＝ ――――――――――――
                            Noi

数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：パブリシティ＜アウトプット創出＞
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パブリシティのアウトプット創出＜実践編・チェックリスト＞

• 数式モデルを具体的な実務場面にブレークダウンしたチェックリスト

• すべてにチェックが入らなければいけないというものではなく、それぞれの案件に応じて、

それぞれの企業・組織の広報部門の規模・経験値に応じて、「これはもう少しできるか

も」というアクションのヒントを見つけるものとして参照されたい
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：パブリシティ＜アウトプット創出＞

３関門＋ノイズ 二次要素（変数） 具体的な内容・チェック項目

弾込め

（ニュースバリュー）

Int：強度

 新奇：新しいうえに珍しい要素はあるか（いわゆる“初モノ”だが独自性が必要）

 実績：大手企業・シェア大手など「影響力」の要素はあるか

 共同：提携・連名など強度を強める要素はあるか

 実利：安価・安全など実利的な要素があるか

 視覚：TV・新聞で「写真・映像」になる要素はあるか

Sctx：社会性

 時流：顕在化したトレンドや社会課題などの要素はあるか

 時節：時節と絡んでおり報道する必然性を持つ要素はあるか

 兆し：特定層でのブーム・問題などが社会全体のブーム・問題になるような、潜在

から顕在に転換する要素があるか

照準合わせ

（パッケージング）

Mth：手法の選択

 案件の性質やステータスに合わせて、プレスリリース、記者会見、個別の情報提供

（いわゆるリーク）、インタビュー、勉強会・工場見学会など、最適な情報の届け

方を選定しているか

Cnl：媒体の適合度

 案件の性質に合った媒体（全国紙、経済紙、業界紙、TV番組、Webメディア）を

選定しているか（媒体特性を理解しているか）

 案件の性質にあった特定の欄・コーナーを選定しているか（記者が「出口」を明確

にイメージできるか）

Exp：表現の質

 記者の目を引くキャッチーなタイトルやリード文になっているか

 不特定多数に伝えるべき情報だと理解できる構成になっているか（例：社会課題等

と紐づけた「背景」の記載）

 媒体にあった素材を用意しているか（例：TVには「映像・画像素材」、紙媒体に

は「データ」など）

 案件の強度・社会性を補強するための参考情報（他社動向など）を別紙で添付、

または口頭伝達できる状態になっているか

射撃精度

（デリバリー）

Rel：関係値

 日常的に媒体研究を行っているか

 担当記者と日頃からコミュニケーションを取っているか（担当記者が誰かを把握し

ているか、リスト化できているか）

 過去の取材対応を通じて「この人の話なら聞こう」という信頼関係を築けているか

Ngt：折衝（共創）

 リリース配信サイトによる配信だけで終わらせていないか（記者に「この切り口な

ら御社の読者に刺さります」と提案できているか）

 強度×社会性が弱い案件について、「まとめ記事」など別の“料理の仕方”を提案で

きているか

 記者の要望に応じて、追加データの提供や開発者インタビューを即座にセッティン

グできているか

阻害要因：

外部ノイズ
Noi：ノイズの回避

 競合の大型発表日、決算集中日など、記者の関心が他に向く日を意図的に避けてい

るか

 ニッパチ（2月･8月）や連休前など、ネタ枯れになりやすい時期を狙った動きがで

きているか



無断複製・転載を禁止します

良質なネタが集まるようになるために必要なことは？

報道対応の起点となる「良質なネタ」は、広報担当者が自席でじっと待ってい

ても集まりません。情報にアクセスするパイプを築き、現場の協力を得て、日

常の業務から「ニュースの原石」を発見する組織的な基盤が必要です。同時に、

現場部門が広報対応に対して抱く「社内摩擦（心理的・業務的ハードル）」を

いかに下げるかが成功の鍵を握ります。
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良質なネタの集積量 「継続的」に集まる良質なネタの総量

関係する
こと

情報アクセス 広報がアクセスできる情報源の量・質

社内協力 広報に対する社内協力者の量・質

原石発見・蓄積 パブリシティの原石の発見量・蓄積量

阻害要因：社内摩擦 面倒くさい・仕事が増えるという反発

変数の関係性（例）

• 広報部がネタ募集の窓口や投稿フォーム（仕組み）を作って、現場からネタ

が集まってきたとしても、広報担当者が原石だと気づかずに放置していたら、

すぐにネタは集まらなくなる

• 現場で協力的なキーマンがいても、取材対応や原稿確認のプロセスが煩雑で

本業を圧迫すれば（社内摩擦の増大）、次から情報は回ってこなくなる

実務上のポイント

• 広報部門の実績づくり（例：発信量）のためにネタ集めをしているように見

える状態だとネタは集まらない。あくまでも会社全体・各部門にとってのメ

リット最大化を助けるという姿勢、広報に協力してもらうのではなく、広報

が協力することが大事

数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：パブリシティ＜インプット強化＞



無断複製・転載を禁止します

広報の孤軍奮闘を脱出する「良質なネタ収集」の概念モデル
• 「良質なネタ」（パブリシティにおけるニュースバリュー：Int×Ctx）が集積する方程式
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変数 説明

Acm
良質なネタの集積量

Accumulation
パブリシティ獲得のモデルにおける“Int×Ctx”という良質な「弾
丸」（ニュースの原石）が、広報部門に安定的に集まっている状態

Acc
情報アクセス
Access

情報源の広さ
Information

経営会議から現場のチャットまで、多様な一次情報に触れる網羅性

到達力
Reach

キーパーソンとの接点など、情報源に直接アクセスできる経路の
強さ

タイミング
Timing

発表直前ではなく、企画段階など「ニュースの前兆」で取得する
早さ

Cop
社内協力
Cooperation

関係性
Relationship

他部門が、広報担当者は自分たちのために働いてくれると考えて
いる状態

発信動機
Motivation

他部門が、パブリシティのメリットや必要性を実感している状態

仕組み
System

投稿フォームや上位職の巻き込み、連絡会の実施など、情報を吸い
上げるシステム

Dsc
原石発見・蓄積
Discovery

価値の察知
Value

広報担当者が原石の存在に気が付く感度（ニュースバリューの所在
に着目できる状態）

深掘り
Investigation

広報担当者が原石を研磨する余地を見出す状態（「なぜ？」「どう
役立つ？」などネタのヒアリング等を実施する状態）

整理・ストック
Stock

すぐには記事にならない情報も「いつか使える原石」としてネタ帳
等に蓄積している状態

Frc
組織の壁
妬み・摩擦
Friction

心理的摩擦
Psychology

取材対応が怖い、目立つとねたまれるといった現場のネガティブな
感情

業務負荷
Workload

資料提供や原稿確認など、発信・取材対応に伴って発生する本業
以外の負荷

プロセス摩擦
Regulation

過剰な承認フローや法務確認の煩雑さなど「わずらわしさ」

数式の説明
• Acc×Cop×Dsc＜パイプ・動力・フィルター＞
どんなに情報網（Acc）と現場の協力（Cop）があっても、広報担当者にニュースの原石を見抜く感度（Dsc）がな
ければ、良質なネタは発掘できない。逆に感度が高くても、アクセスが物理的になければ感度の持ち腐れになる。
これらは相互補完の掛け算で表す。

• ÷Frc＜分母の力＞
大企業ほど、法務確認や部門間調整などの社内摩擦（Frc）が肥大化しやすい。分母の摩擦が大きくなればなるほど、
現場の情報提供モチベーションは削がれ、どれほど上段の3要素が優れていても、ネタ発掘力はゼロに近づく。

数式のまとめ（概念モデルの要点）

広報が優秀な「ネタハンター」でも、現場の理解がゼロならば発信できず、アクセスが遮断されているならハン

ターとしての力は発揮されない。組織の「妬み・摩擦」が強ければ情報は隠される。広報のためのネタ集めではな

く、全社・各部門のためのネタ集めとなり、全社からネタが還流する「エコシステム」を設計することが必要。

Acc × Cop × Dsc
Acm ＝ ―――――――――――――――
                                Frc

数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：パブリシティ＜インプット強化＞
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「良質なネタ収集」の概念モデル＜実践編・チェックリスト＞

• 「良質なネタ」の収集について、具体的な実務場面にブレークダウンしたチェックリスト

• すべてにチェックが入らなければいけないというものではなく、それぞれの案件に応じて、

それぞれの企業・組織の広報部門の規模・経験値に応じて、「これはもう少しできるか

も」というアクションのヒントを見つけるものとして参照されたい
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：パブリシティ＜インプット強化＞

4要素 二次要素 具体的な内容・行動例（セルフチェック）

Acc：情報アクセス

情報源の広さ
Information

 経営会議資料、事業計画、現場のチャット、営業日報など、多様な一次情報に
触れられているか

 業界のニュースや競合情報など幅広く情報を集めているか

到達力
Reach

 各部門のキーパーソンとの接点や、定例会議への参加権など、情報源にアクセス
するルートはあるか

 他部門のポータルサイトページにアクセスできる状態か（アクセス権限を付与
してもらっているか）

 定例ヒアリングや声掛けをしているか

タイミング
Timing

 発表直前ではなく、企画・検討段階で情報をキャッチしているか（広報の側で
発信方法を検討できるタイミングで集まっているか）

Cop：社内協力

関係性
Relationship

 現場部門との間に信頼関係があるか
 広報に話すと「外部に漏れる」と思われる状態にないか
 広報側が経営・事業のことを十分に理解しているか

発信動機
Motivation

 現場が「自分たちの情報を発信したい」と思える動機付けができているか
 なにがネタになるのか現場がイメージできる状態になっているか（他社の報道

内容をサンプルとして見せる等）
 同業他社との発信・報道状況の比較など、自社の発信・報道状況を客観的に認識

できる状態になっているか

仕組み
System

 現場向けの情報提供フォームや、社内報でのネタ募集など、情報を吸い上げる
「仕組み」が稼働しているか

 各部門に広報担当者・兼務者を配置する、広報連絡会を実施するなど仕組みが
できているか

Dsc：原石発見・蓄積

価値の察知
Value

 広報担当者が、現場では当たり前になっている業務の中に埋もれたニュース
バリューの強度や社会性に気づけるか

 現場から集まってきたネタの中から、ニュースバリューの所在に着目できるか

深掘り
Investigation

 現場に対して「なぜ？」「苦労した点は？」「世の中にどう役立つ？」「他社と
の違いは？」と問いかけ、原石を研磨する余地を具体的に引き出せているか

整理・ストック
Stock

 すぐには記事にならない情報も「いつか使える原石」として見捨てず、ネタ帳に
整理・蓄積しているか

Frc：社内摩擦

心理的摩擦
Psychology

 「広報に言っても意味がない」「取材対応が怖い」といった、現場のネガティブ
な感情を放置していないか

業務負荷
Workload

 資料提供や原稿確認など、現場に過度な「本業以外の追加業務（コスト）」を
強いていないか

プロセス摩擦
Regulation

 承認フローが多すぎる、法務確認で毎回ストップするなど、発信に至るまでの
手続きが煩雑すぎないか
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ネタ集めの課題 概要 最大化すべき変数 実務の力点

情報を出したがらない

「鉄のカーテン」

（研究・技術開発部門に

多い反応）

機密保持の壁（Frc）が分

厚く、「論文なら書くが、

メディアに出ても査読がな

く業績にならない、他社に

不必要に知られてしまうか

ら意味がない」とモチベー

ションが極めて低い。上位

職は他部門から来ていて研

究のことがわからず、研究

を細かく把握している下位

職の方が声が大きい場合が

あり、職制ルートが機能す

るとは限らない。

• 関係性（R）

• 発信動機（M）

まずは関係値（R）に全振りする。技術者

のオタク的なこだわりに耳を傾け、「この

広報は技術を正しく理解してくれる」とい

う信頼を勝ち取ることが絶対条件。

その上で、売上ではなく「採用と学会プレ

ゼンス（M）」という彼らに刺さるメリッ

トだけを説く。「この記事を出せば、優秀

な理系学生が御チームの凄さに気づいて応

募してきますよ」「学会発表を聞かなかっ

た人にもリーチできます」というキラーフ

レーズで動機（M）をハックする必要。

打ち上げ花火で終わる

「一発屋」

（新規事業部門、新製品・

サービス上市部門に多い

反応）

発表時のプレスイベントや

プレスリリースには熱心だ

が、打ち上げ花火の印象が

強すぎて燃え尽きてしまっ

たり、その後の「導入事

例」や「アップデート情

報」を発信する選択肢を認

識していない場合がある。

• 発信動機：具体的サ

ンプルの提示（M）

• 到達力：広報担当者

によるスカウティン

グ(R）

広報の手法に理解がある部門担当者でない

限り、自発的なネタの提供は期待しにくい

ため、広報が該当部門の週報や顧客アン

ケート等を確認して「売れた後のファク

ト」にアクセスし続ける（R）。

そのうえで「A社は、このようなファクト

を開発秘話や導入事例として継続的にメ

ディア露出を得ています。あのファクトは、

この記事と同じ見せ方で記者に提案したら

食いついてくるかもしれませんよ」と完成

形のサンプルを見せて、発信動機（M）を

刺激する。発信できるイメージを持ってい

ない場合が多いため「提案営業」が必要。

つまらない情報を量産する

「空回りスピーカー」

（サステナビリティ部門や

管理部門に多い反応）

社内のゴミ拾い活動や出遅

れたISO取得など、社会的

なニュースバリュー

（Ctx）が皆無な情報を、

「これは全社的に重要！」

とモチベーション高く広報

に持ち込んでくる悩みの種。

自部門の実績アピールのた

めのネタの持ち込み。

• 仕組み：能力の補助

（S）

意味がないとむげに断っても揉めるだけの

ため、「能力のサポート」は必要。「メ

ディアに持ち込むために、このシートを埋

めてください」と枠組みになるシートを提

示するなど。シートには「①その取り組み

の社会的価値（自社の価値ではない）」

「②他社にはない独自性」といった項目を

設け、彼ら自身に「今の自分たちの情報で

はメディア（世間）には出せないんだ」と

気付かせるフィルターとして機能させる。

仕組みで気づかせると軋轢が生まれにくい。

「良質なネタ収集」の概念モデル＜実践編・社内調整＞

• 社内のネタ集めに関しては、各部門のルールや関心に応じて調整が必要であり、各部門の

心理に合わせることが肝要（広報サイドの正論だけではエコシステムが完成しない）

• 一般的にネタ集めで直面する３つの課題に合わせて、変数の軽重の考え方を提示する

数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：パブリシティ＜インプット強化＞
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評価の階層 評価の目的 主な報告対象

① インプット
（仕入れ）

独りよがりな発信になっていないか。
「社会の文脈（環境）」と「自社の
ファクト（ネタ）」という２つの材料
を正しく仕入れられているかの診断

広報部門内
（自己点検用）

② プロセス
（業務品質）

運に頼らない「打率（歩留まり）」の
高さや、社内協力者へのフォローなど、
組織的・持続的な活動ができているか
の診断

広報責任者・
部門長

③ アウトカム
（経営貢献度）
※みなし効果

ターゲット層へのメッセージ浸透や、
実際の行動喚起など、事業課題にどれ
だけ貢献したかの証明

経営層（社長・
CEOなど）

実務上のポイント

• 経営層に対して①や②から説明を始めると「結果が出なかった言い訳」と受

け取られます。経営層には③のアウトカムから報告し、課題の要因分析とし

て①や②の指標を用いるのが正しい「通信簿」の使い方です。

数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：パブリシティ＜評価方法＞

技能伝承・再生産を可能にする「通信簿」とは？

広報（報道対応）の成果は、外部環境（ノイズ）の影響を受けやすいため、単

なる「記事が出た・出ない（結果）」だけで担当者を評価すると、不条理が生

じます。一方で「がんばって活動した（プロセス）」だけを経営陣に報告して

も、予算は獲得できません。広報活動を持続可能なマネジメントサイクルに乗

せるためには、評価を「①インプット」「②プロセス」「③アウトカム」の３

層に分解し、誰に向けて何を報告すべきかを明確にする必要があります。

※評価は、確認項目を整理するものなので「数式化」はしていません

※評価の階層の③アウトカムは、本来は「態度変容の度合い」を測定すべきものですが、

ここでは実務上一般的な「みなし効果」で検討しています
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：パブリシティ＜評価方法＞

パブリシティの３つの「通信簿」

階層 指標（変数） 評価の視点・チェック項目

①インプット

（仕入れ）

良質なネタの集積量

Accumulation

社内の情報網や協力体制が機能し、日常業務の中から

「ニュースの原石」を安定的に掘り出し、蓄積できているか

を評価する。本バイブル記載のチェックリストの充足比率や

充足度合いを評価する。

インテリジェンス：

広報環境調査

Intelligence

パブリシティ活動全体を支える世論調査、報道トレンド、マ

スコミサーベイなどを定期的に実施できているかを評価する。

個別案件単位で、他社の公表・報道状況を把握する調査の実

施率を指標化して評価する。

②プロセス

（業務品質）

歩留まり

Yield

配信したリリースが記事になった「打率」、リリースとお知

らせを正しく分けた「仕分け精度」など、無駄打ちが多い／

少ない の着眼点。目に見えて確認できる「ヒット率」で評価

する（業務の品質が高いことの証左）。

ポートフォリオ

Portfolio

部門別・テーマ別の発信・報道内容の比率や、手法のポート

フォリオ。ポートフォリオに凹凸があっても構わない（バラ

ンスが整った状態がよいとは限らない）。発信・報道内容に

ついても、経営戦略に沿った比率になっているかを評価する。

競合比較

Competitor

競合他社と比較して、自社の発信量や報道シェアはどのよう

なポジションにあるかを評価する。

ヘルススコア

（健康診断）

Health Score

個別案件の「振り返り（PDCA）実施率」や、社内ネタ提供

者への「フィードバック（還元）実施率」など。組織が疲弊

せず、次に向けて学習しているかを測る健全性を評価する。

③アウトカム

（経営貢献度）

※みなし効果

到達度①露出量

Volume

記事の掲載数、インプレッション、リーチ数という「基礎的

な量」を評価する。

到達度②露出の質

Quality

単に有名な媒体かではなく、「自社が本当に届けたいステー

クホルダーが読んでいる媒体か」「信頼性のある媒体か」と

いう質的側面を評価する。

浸透度

メッセージ生存率

Message

単なる社名露出ではなく、自社の「キーメッセージ」や「意

図した論調」が記事の中に正しく残っているかを評価する。

反応量

Response

報道後、指名検索の増加、採用エントリー、営業への問い合

わせなど、実社会での反応（行動）があったかを評価する。

警告
虚栄の指標

Vanity Metrics

誤解を招くような形での指標の活用（広告換算を十分な説明

がないまま活用、読まれることがないリリース配信サービス

の掲載数など）があると、信頼貯金の蓄積に繋がらない業務

ばかりをすることになる。
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：パブリシティ＜評価方法＞

パブリシティの３つの「通信簿」＜実践編・状況別の運用＞

• 通信簿のすべてを評価する必要はない

• 広報部門の体制や事業フェーズによって「もっとも注視すべき通信簿」の比重は異なる

• 自社の状況や課題に合わせて通信簿・指標を取捨選択して運用されたい

体制フェーズ 対象イメージ
重視する指標

（比重）
評価の力点

パターンA：

立ち上げ期／

ひとり or 数人広報

スタートアップや中小企

業、専任担当が１名か数

名しかいない状態、社外

広報も社内広報もすべて

をまとめて担当している

状態

①インプット

（ネタ収集）

＋

③アウトカム

（反応量）

リソースが少ないため、緻密なプロ

セス管理は一旦捨てる。

まずは社内を駆け回って「ニュース

の原石（Acm）」を集め、それが

「採用エントリー」や「問い合わせ

（Res）」といった経営直結の成果

に繋がったかに一点集中し、経営理

解を醸成して人員や予算の拡充を目

指していく。

パターンB：

本社集約期・

チーム運用

中堅～大企業、広報組織

が社外広報・社内広報な

どに分かれた複数のチー

ムで機能している状態

②プロセス全体

（歩留まり／ヘルス

スコア）

属人的な“ラッキーヒット”からの脱

却を目指すフェーズ。「誰が打って

も当たる」状態を作るため、無駄打

ちを防ぐ「歩留まり（Yld）」や、

社内協力者を枯渇させない「ヘルス

スコア（Hlt）」など、業務品質と

再現性の管理に注力する。

パターンC：

広報機能分散期

（事業部・拠点に

広報機能配置）

コングロマリット、多角

化企業など、各事業部に

広報機能が散らばってい

る状態

本社広報はいわゆる「企

業広報」に特化し、統括

的な役割を持つ状態

①インプット

（環境調査）

＋

②プロセス

（ポートフォリオ）

本社広報が全件をコントロールでき

ないため、「管理・統括業務」の比

重が増す。全社の発信が一部の事業

に偏っていないか俯瞰する「ポート

フォリオ（Ptf）」管理と、全社に

世論調査や報道トレンドなど活動を

支える「広報環境調査（Intl）」や

「競合比較（Comp）」の集約実施

など、全体の底上げや最適化を図る。

評価指標に記載はないが、広報研

修・人財育成や、後述の危機管理広

報を含めて総合的な運用状況を評価

する。



無断複製・転載を禁止します

危機管理広報は「とにかく謝る」ものではない？

危機管理広報（ダメージコントロール）の目的は、不祥事や事故を「なかった

こと」にすることではありません。発生してしまった事象に対し、社会の不寛

容度を見極め、適切なタイミングと方法で開示することで、企業価値の毀損

（ダメージ）を最小限にとどめる論理的なプロセスです。初期対応を誤れば、

火種は瞬く間に大炎上を引き起こします。

24

ダメージの大きさ
ステークホルダーに与えるダメージと、
企業のレピュテーションや業績に与える
ダメージの総量

関係する
こと

火種
事象の重大性と、社会的関心の度合いに
よってダメージが変わる

開示対応の失敗 開示対応に失敗するとダメージが膨らむ

パーセプション 平時の信頼貯金があると緩衝材になる

ノイズ 報道の需給

変数の関係性（例）

• 事象の重大性が小さくても、社会的な関心が高いタイミング（類似の不祥事

が世間で叩かれている時など）では、火種は想像以上に大きくなり、開示対

応の「強度」を上げることが必要になる

• 良好なパーセプション（平時の信頼貯金）があっても、隠蔽や言い訳などの

「開示対応の失敗」を犯せば、ダメージは雪だるま式に膨らんでしまう

実務上のポイント

• 危機管理広報は「自社のダメージ」だけを考えると視野狭窄して失敗しやす

くなる。いかにステークホルダーに与える影響を最小化し、かつ、自社のダ

メージも最小化するかを両立させることが大事

数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：危機管理広報＜ダメコン＞



無断複製・転載を禁止します

ダメージコントロールの全体構造

• 設備トラブル、不祥事などあらゆる危機管理広報を俯瞰した実務モデル
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：危機管理広報＜ダメコン＞

 ( Grv × SInt ) × Mis
Dmg（ Ext + Int ） ＝ ――――――――――――
                    Pcp  ×  Noi

変数 説明

Dmg
危機管理広報の成果
ダメージの最小化
Damage

外部
Dmg-External

危機発生時の外部に与えるダメージの総量。発生させてしまっ
たことによる直接的ダメージに加えて、風評被害、トラウマな
ど情報開示に派生するダメージを含む。

内部
Dmg-Internal

危機発生時の企業価値の損失量。発生させてしまった問題に対
する批判はやむを得ないが、情報開示を通じて信用・信頼の低
下を最小限にとどめたり、「さすがこの会社はしっかり開示・
対応する」と評価を得たりすること。

Grv
火種①重大性
Gravity

影響の大きさ
外部への影響の有無、大小、範囲、ステータス（二次被害・災
害の恐れ）など。

責任の程度
法令違反の有無・程度などの悪質性、予見可能性などの帰責の
程度、組織的行為の有無など。。

SInt
火種②不寛容度
Social Intolerance

社会的関心
類似事象の発生状況、感情移入しやすい事象・構図など世間の
非難・怒り・不信感の強まりやすさ。たとえば、人権問題が注
目を集めた直後は、報道の関心や社会感情が高まりやすくなる。

情報の流布状況
報道・SNSの先行や警察など当局発表、被害者側の会見・公表
など。情報の流布が先行した場合は不寛容度が増す。

Mis
開示対応の失敗
Mismanagement

タイミング
危機事象発生時には、適時適切な開示が不可欠。開示タイミン
グの遅れ、開示手法の判断ミス（会見が必要な事象をリリース
で済ませる）、開示内容の不適切さ（誤解を招く表現や開示範
囲の設定の甘さ）等があると、ダメージは大きく膨らむ。

手法・範囲

クレジット

表現・態度

Pcp
パーセプション
Perception

平時のブランド力や、顔の見える関係性（工場等の立地地域）
など、良好なパーセプションを形成できていると防波堤になる。
よいパーセプションがあっても、危機事象への対応・開示が
パーセプションと相反する状態だと（Pcpがゼロだと）、分子
の抑制装置にならない。

Noi
外部環境ノイズ
Noise

他の重大ニュースなど「紙面需給」。世の中のニュースが多い
ときに危機事象が発生すると報道されにくかったり、報道の扱
いが小さくなりやすかったりする。これを狙って開示すること
もあるが、その下心を見透かされて批判される場合もある。

数式の説明
• Grv×SInt（火種）
事象の重大性は客観的にみて低い状態でも、社会的な不寛容度が高いと火種は大きくなる。逆に事象の重大性が高
くても、社会的な不寛容度が低い場合は火種が小さくなる。こうした関係性を表すために掛け算にしている。

• ×Mis（開示対応の失敗：対応のまずさ）
仮に事象の重大性と社会的な不寛容度が低く、一般的には注目をされないような火種だったとしても、不必要に隠
ぺいしたり、他人を傷つけるような無神経な表現をしてしまったりすれば、ダメージは雪だるま式に大きくなる。
こうした関係性を表すために掛け算にしている。

数式のまとめ（概念モデルの要点）

危機管理広報は、自社の企業価値毀損量の最小化だけを目指すものではない。火種に合う開示によってステークホ

ルダーと自社のダメージ最小化を両立させるための力学である。火種を適切に評価すること、適時適切な対応をす

ること、普段から良好なパーセプションを形成することが不可欠。



無断複製・転載を禁止します

ダメージコントロールの全体構造＜実践編・火種の評価ツール＞

• 危機発生時の初動では、事象の客観的な重大性（Grv）だけでなく、社会の目（SInt）を

掛け合わせて「火種の大きさ」を判定する必要がある

• 以下の該当項目が多いほど、公表方法の「強度」が求められるようになる
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：危機管理広報＜ダメコン＞

変数 評価軸 評価項目（例）

Grv
事象の
重大性

影響の大きさ

対象

 外部（顧客、近隣、取引先等）への影響がある
 内部（従業員、家族、OBOG･･･）への影響がある
 身体的・金銭的・社会的な実害が発生している
 影響範囲が広く、長期間に及んでいる
 事象が現在進行形である（二次被害の恐れ）

内容・程度

 身体的影響がある（死亡・重体／重傷／精神的被害･･･）
 金銭的影響がある（金銭被害の発生、請求・支払いの遅れ、

税金の横領･･･）
 社会・経済活動への影響がある（供給停止･･･）
 取引に影響がある（不買運動、クレーム･･･）

範囲・規模

 範囲の大小（影響範囲が国際的、全国的、広域的、県域的、
地域･･･）

 規模の大小（影響の対象が多い、少ない）
 特定の有無（影響対象・内容等の特定、不特定）
 期間の長短（長期、中期、短期･･･）

ステータス
 確認中（発生事実、詳細内容･･･）
 現在進行形（二次被害・二次災害の恐れの有無）
 収束

責任の程度

悪質性

 法令違反、犯罪行為などの悪質性のある行為
 社会規範・人権への配慮欠如がある行為や、特定の属性

（ジェンダー、国籍、ルーツ、障害、病歴など）に対する
無意識の偏見や、歴史的・文化的背景への理解不足

帰責
 起因（内部・外部）
 予見可能性（事前に対処が可能・不可能）

組織的関与

 不正行為の主導者（経営トップ、役員、管理職･･･）
 不正行為者の集団性（組織全体、部門単位、職場単位、

個人）
 不正行為の継続期間（短期、中期、長期）

説明責任
 監督官庁への報告・説明責任
 公益・公共性を伴う事業による説明責任

SInt
社会の
不寛容度

社会的関心の
強さ

社会的関心
 他社で類似事象が発生している状態
 自社で過去にも似たような事象が発生している状態

情報の流布

 当局による発表、または、発表可能性
 報道の先行状況、または、その可能性
 SNSでの書き込み・炎上状況
 外部者の声明（犯行声明、被害者の声明など）



無断複製・転載を禁止します

ダメージコントロールの全体構造＜実践編・開示対応チェック＞

• 危機管理における「対応のまずさ（Mis）」とは、単なる言葉の選び間違いではない

• タイミング、手法・範囲、クレジット・登壇者、表現・態度の４要素で、社会が求めるこ

ととズレがないようにしたい
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：危機管理広報＜ダメコン＞

変数 ズレの内容 失敗（まずさ）の具体例
実行前チェックリスト

（セルフチェック）

タイミング

Timing

事実関係の把握と、

社会への開示のタイ

ムラグ

• 「調査完了まで出さな

い」と初動を遅らせた結

果、当局や週刊誌等から

の情報流布があり、隠蔽

意図があったのではない

かと叩かれる

• 焦って不確かな情報を出

し、後から二転三転する

 ステークホルダーに影響を与えている、または、その恐れがある

にもかかわらず、情報がまとまってから公表しようとして第一報

が遅れていないか（事実関係だけでも開示する選択肢はないか）

 不確実な情報を見切り発車で発信してしまい、後から覆る恐れは

ないか（報道機関にとって誤報になるリスクや社会に誤解を与え

るリスク）

 選挙期間中、災害等の周年時期など、報道の需給を意識しすぎる

あまり、「矮小化のタイミング」と批判されることはないか

 「公表」はしないとしても、監督官庁への報告など「外部」に報

告して、隠ぺいとみなされないようにすることができないか

手法・範囲

Method

事象の重大性（火

種）に見合ったチャ

ネルや範囲の選択ミ

ス

• 全国的な被害なのに、自

社HPにひっそり掲載す

るだけで済ませる

• 局地的な問題なのに、不

必要に会見を開いて不安

を煽る

 会見を開くべき重大な事象について、リリース１枚やお知らせで

済ませようとしていないか

 マスコミや社会からの批判を恐れるあまり、過剰な手法を選択し

ていないか

 開示範囲が狭すぎて、ステークホルダーに与えるダメージを増大

させることになっていないか（風評被害の発生など）

 開示範囲を不必要に拡げすぎて、事実関係やメッセージが伝わり

にくくなっていないか（自社都合で開示範囲を考えていないか）

クレジット・

登壇者

Credit

誰の顔と名前で、そ

の事実と責任を引き

受けるかの選択ミス

• 人命に関わる事態なのに、

社長が登壇せず事業部長

に丸投げする

• 重大な子会社の不祥事に

対し、親会社が「別法人

だから」と突き放す

 会見を開く場合、事象の重大性にあった会見登壇者になっている

か（トップが出るものではない事象でトップが出ていないか、

トップが矢面に立つべき事象でトップが登壇していないことはな

いか）

 専門的な説明の場に、詳細を把握していない人物を出そうとして

いないか

 親会社として、グループのガバナンスの観点で語るべき事象では

ないか

 明確な意図なく、親会社・子会社で連名にしていないか

表現・態度

Expression

メッセージのトーン、

共感力、責任の引き

受け方のミス

• 会見での横柄な態度、苛

立ち、失言

• 「世間をお騒がせした」

「誤解を与えた」といっ

た主語をすり替えた保身

的な謝罪

 被害者への寄り添いがなく、自社の保身や法的正当化が先行して

いないか

 「誤解を与えた」など、他責のニュアンスが含まれる言葉遣いに

なっていないか

 登壇者の服装・表情・態度は、社会の不寛容度に適した真摯なも

のか

 自社のマジョリティ（経営陣など多数派）の感覚だけで表現を決
定せず、多様な背景を持つ人々の視点から見て「無神経な表現」
「傷つける言葉」になっていないか



無断複製・転載を禁止します

ダメージコントロールの「平時の備え」とは

危機管理広報の勝負は、炎上した「その日」にはすでに終わっています。有事

において、事象の重大性（Grv）を適切に判断し、４つのズレ（Mis）を防げる

かどうかは、平時における「準備」にかかっています。平時のインフラ構築と

トレーニングへの投資こそが、企業価値を守る究極の保険となります。
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ダメコンの平時の備え ダメコンの実現可能性を高める「免疫力」

関係する
こと

早期検知 発生事象をすぐに検知できる仕組みと風土

体制・基準 公表基準の整備と、基準が生かされる体制

疑似体験 危機感の醸成とトレーニング

慢心 「うちの会社では発生しない」という慢心

変数の関係性（例）

• 完璧な「公表基準」や「緊急連絡網」を作っても、社長が普段から「ミスし

た奴は許さない」という態度をとっていれば（報告文化の欠如）、現場は事

実を隠蔽し、初動対応は致命的に遅れる

• 他社の炎上事例を読んで頭で理解していても、厳しい「模擬訓練」を経験し

ていなければ、いざ無数のフラッシュを浴びた瞬間にパニックになり、会見

で失言してしまう

実務上のポイント

• 平時の危機管理は「マニュアル」や「体制」など “ハード” を整えればなんと

かなるものではなく、組織風土や訓練といった “ソフト” の要素が掛け合わ

さって初めて有事に機能する免疫力になる

数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：危機管理広報＜平時の備え＞



無断複製・転載を禁止します

ダメージコントロールの「平時の備え」の全体構造

• 設備トラブル、不祥事などあらゆる危機管理広報を俯瞰した実務モデル
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：危機管理広報＜ダメコン＞

 Det × Gov  × Exe
Rdy ＝ ―――――――――――
                  Frc

変数 説明

Rdy
危機管理広報の平時の備え
Readiness

有事の際に、発生事象の重大性（Grv）の評価や、「初動の遅
れ」や「会見での失言」といった対応のまずさ（Mis）を極限
までゼロに近づけるための組織の「免疫力」の強さ。

Det
早期検知
Detection

情報共有ルート
「事故・トラブル・不祥事が起きたらまず誰に一報を入れる
か」という連絡網の整備。緊急時には平時の報告ルートと異な
るバイパスルールを設けるなど早期検知を機能させる準備。

報告文化
悪い情報を速やかに報告した方が評価される、周囲の人が行っ
た不正行為を報告しても自分が報告されることはないなど、
「声上げ文化」の構築。

Gov
体制・基準
Governance

基準・マニュアルの
整備

発生事象のレベルと公表方法の目安、会見が必要な事象につい
ては会見者や会見のタイミングを整備。実際に発生した時の広
報対応のフローや手順等をまとめたマニュアルの整備など。

広報の対策本部参画
緊急対策本部等に広報の席がある、緊急時の情報共有ルートに
広報が組み込まれているなど、広報が「蚊帳の外」に置かれず
に情報にアクセスできること。

Exe
模擬体験・訓練
Execution

啓発
他社で発生した危機事象を「他山の石」として啓発し続ける。
自社でも発生し得るもの、自社で発生した場合に必要な広報対
応を啓発する。

トレーニング
間違った判断をしないようにする机上訓練や、会見で適切な言
動・振る舞いをするための模擬記者会見を繰り返し実施して、
身体で覚えている状態をつくる。

Frc
慢心・摩擦
Friction

正常性バイアス
「うちの会社に限って発生するはずがない」という過信。啓発
や訓練の積み重ねや、報告文化の醸成によって、正常性バイア
スが発生しないようにする。

縦割りの壁
他部門から隔離された状態にある、会社の中で重要な事業であ
り特権的な意識があるなど、隠ぺいが可能な環境や隠ぺいを促
進する意識。

減点主義
「ミスは悪である」「失敗は許されない」といった減点主義の
風土。ミスを報告すると必ず処分されるという認識が社内にあ
ると、報告そのものを躊躇させてしまう。

数式の説明

• Det×Gov×Exe＜ハードとソフトの掛け合わせ＞

仕組み（ルートや基準）と、組織文化・個人の経験（心理的安全性や訓練）は、どちらか一方が欠ければ機能しな

い。すべてが揃って初めて有事の「免疫」として機能する力学を表現するために掛け算にしている。

• ÷Frc＜分母の力：慢心と壁による機能不全＞
分母の「正常性バイアス」や「減点主義」が強い組織では、どんなに立派な緊急連絡網があっても現場は事実を隠
蔽するため、免疫力がゼロに近づく。

数式のまとめ（概念モデルの要点）

危機管理広報は、開示・公表だけに焦点をあてていても、実効性がない。人事・総務・リスク管理・監査など他部

門と連携したり、広報が主導したりしながら、危機という異常事態に対する「免疫力」を高めることをしなければ、

機能しない力学である。



無断複製・転載を禁止します

ダメージコントロールの全体構造＜実践編・平時の備えチェック＞

• 危機発生時の平時の備えとして、最低限備えておきたいこと
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：危機管理広報＜ダメコン＞

変数（機能） 二次要素 平時の備えチェックリスト（セルフチェック）

Det

早期探知

情報共有ルート

 「何が起きたら、まず誰に一報を入れるか」の連絡網が明文化・共有

されているか

 夜間・休日など営業時間外に重大事象が発生した場合の連絡ルートは

確立しているか

報告文化

 現場から悪い情報が上がってきた際、叱責せず「早く報告したこ

と」を評価する風土があるか

 コンプライアンス違反等を匿名で通報できる内部通報窓口が機能・

認知されているか

Gov

体制・基準

公表基準の整備

 「このレベルなら社長が登壇する」といった公表基準（めやす）が

平時に合意されているか

 危機管理広報マニュアルは整備されているか

 有事の際、Webサイトを切り替える緊急用ページ（ダークサイト）や

想定Q&Aの雛形はあるか

広報の参画

 リスク管理委員会や有事の対策本部のメンバーに、広報部門の責任者

が最初から含まれているか

 顧問弁護士やリスク管理部門と、広報部門が日頃からフラットに意見

交換できる関係性があるか

Exe

疑似体験

事例の啓発

 他社の設備トラブルや不祥事事例を、自社に置き換えたレポートとし

て定期的に共有しているか

 SNSでの炎上のメカニズムやコンプライアンスに関する全社向け研修

を定期的に実施しているか

 「自分たちには悪気はなかった」という言い訳が世間に通用しないこ

と（文化の盗用や差別的表現の怖さ）を定期的に啓発しているか

トップの訓練

 経営トップや事業部長に対し、プロの記者役を入れた「メディアト

レーニング」を定期的に実施しているか

 未曾有の事態を想定した「机上訓練（シミュレーション）」で、対策

本部の連携をテストしているか

 同質性の高いメンバー（役員陣など）だけでなく、多様な視点（ダイ

バーシティ）を取り入れたリスク評価のシミュレーションを行ってい

るか

Frc

組織の摩擦
慢心・減点主義

 「うちの業界に限って不祥事は起きない」という正常性バイアスが蔓

延していないか

 「他部署のミスには関わりたくない」という縦割りの壁や、減点主義

の風土を放置していないか
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ダメージコントロールの全体構造＜実践編・企業特性の違い＞

• 企業特性に応じて、有事に致命傷になりやすい変数が異なるため、自社の特性を見極めて、

投資対効果の高い領域（充填変数）から備えを万全にしたい
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数式モデル (3) 下位概念（実務的各論）

社外広報①報道対応：危機管理広報＜ダメコン＞

企業特性
炎上のメカニズム

（最大の脅威）

優先すべき処方箋

（重点変数）
実務の力点

① インフラ・公益

（通信・電力・交通）

被害の大きさそのもの

が脅威。

常に事象の重大性

（Grv）が最大化しやす

い。

Gov

（体制・基準）

＋

Tim（タイミング）

原因不明でも「調査中」

と最速で出す初動（Tim）

に全振りする。そのため

にも公表基準（Gov)を平

時にマニュアル化してお

く。

② B2C・広告多量

（メガブランド等）

クリーンなイメージと

のギャップで、社会の

不寛容度（SInt）が異

常な倍率に跳ね上がる。

Exe（啓発）

＋

Crd×Exp（表現）

他社の炎上から巻き込ま

れになるケースもあるた

め（例：CM出稿媒体やタ

レントの不祥事）、徹底

的に他社事例を分析・共

有して、自社で発生した

場合の文面等にまで落と

し込んでおくことが重要。

どのようなときに自社が

主語になり（Credit）し、

共感力のある謝罪（Exp）

を行うのかの事前整理が

命綱になる。

③ B2B・老舗企業

（業界内完結型）

世間の目に晒された経

験が乏しく、身内の論

理や隠蔽体質（組織の

摩擦：Frc）が肥大化し

やすい。

Det（早期探知・報告

文化）に特化

いきなり高度な会見訓練

を行っても機能しない。

まずは悪い報告を罰しな

い「心理的安全性」を構

築し、初期の火種を検知

する報告文化の醸成

（Det）に全振りする。
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対象の数式モデル
関連する既存理論

（出典）

既存理論の概要

（エッセンス）

本モデルの特徴
実務への応用点

報道対応全体

（MRMモデル）

エクセレンス理論

（Excellence Theory: 

Grunig, 1992）

優れた広報は、組織と

公衆の「双方向対称的

コミュニケーション」

を実践し、経営幹部の

支援を受けている状態

であるとする広報戦略

論の世界的代表理論。

「双方向の対話」を入力

（Intl）と出力（Out）の循環と

して定義し、さらに組織基盤

（Base）を掛け合わせた点。分

母に「企業エゴ（Ego）」を置

き、独善性がシステム全体を機

能不全に陥らせる力学を数式化

した点に新しさがある。

パブリシティ獲得

（Pubモデル）

ゲートキーピング理論

（Gatekeeping 

Theory: Lewin, 1947 

/ White, 1950）

ニュースはメディア組

織内の「門番（記者や

編集者）」の価値基準

や取捨選択を経て、初

めて社会に流通すると

いうマスコミュニケー

ション理論。

記者の選択基準（門番を通過す

る条件）を、単なるニュース価

値（NV）だけでなく、加工

（PKG）と折衝（DEL）という

3つの関門として構造化した点。

外部ノイズ（Noi）を分母に置

き、メディアの需給バランスに

よる確率変動を実務的に表現し

た。

良質なネタ収集

（Acmモデル）

ソーシャル・キャピタ

ル（社会関係資本）

（Putnam, 1993 等）

人々の協調行動を活発

にし、組織の効率性を

高める要素は「ネット

ワーク（つながり）」

「信頼（互酬性）」

「規範」の3つであると

する社会学・経営学の

概念。

抽象的な社会関係資本を、広報

の「ネタ収集エコシステム」に

実務変換した点。ネットワーク

を「アクセス（Acc）」、信頼

を「社内協力（Cop）」と定義

し、それらを阻害する負の規範

を「社内摩擦（Frc）」として

分母に置くことで、情報流通の

ボトルネックを特定可能にした。

各モデルに関連する理論と各モデルの独自性
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対象の数式モデル
関連する既存理論

（出典）

既存理論の概要

（エッセンス）

本モデルの特徴
実務への応用点

危機管理広報

（Dmgモデル）

状況的危機コミュニ

ケーション理論

（SCCT）

（Coombs, 2007）

危機のダメージは「企

業への責任の帰属度」

と「過去のレピュテー

ション」によって決ま

り、状況に応じた対応

戦略をとるべきとする

理論。

企業のレピュテーション（自社

の防衛）を目的変数としがちな

既存理論に対し、本モデルはダ

メージ（Dmg）を「外部（ス

テークホルダー）への被害」と

「内部（自社）の毀損」の総和

と定義した点に最大の独自性が

ある。自社を守る保身が対応の

ズレ（Mis）を生み、結果とし

てステークホルダーのダメージ

も増大させかねないという利他

的な考え方を組み込んだ力学と

してモデル化した。

ダメコンの平時の備え

（Rdyモデル）

高信頼性組織（HRO）

の理論

（Weick & Sutcliffe, 

2001）

常に予期せぬ事態に直

面しながらも重大事故

を回避し続ける組織の

特性（失敗へのこだわ

り、オペレーションへ

の敏感さ等）を分析し

た組織論。

HROの抽象的な特性を、早期検

知（Det）、体制（Gov）、模

擬訓練（Exe）という具体的な

ハード・ソフトの掛け合わせと

して再定義した点。分母に正常

性バイアスや減点主義などの摩

擦（Frc）を配置し、風土改革

なしには免疫が働かないことを

示した。

各モデルに関連する理論と各モデルの独自性
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